
「外国人事件」「外国人相談」の動向と、
弁護士会の対応

2021年７月15日ヒアリング＠オンライン

関 聡介
（弁護士、東京弁護士会所属、日弁連人権擁護委員会特別委嘱委員、

日弁連多文化共生社会の実現に関するワーキンググループ委員）
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Ⅰ[前提]「外国人」の定義と、
「外国人事件」の留意点

◆そもそも「外国人」とは？

◆「外国人事件」（外国人を当事者とする事案）に特徴
や弁護活動上の留意点はあるか？



a  「国籍」を基準とする「外国人」

◆入管法２条２号「日本の国籍を有しない者をいう。」

◆「日本の国籍」の範囲は（憲法１０条⇒）国籍法で定まる。

b 「民族」「文化」「言語」を基準とする「外国人」

◆要通訳対応として“外国人相談”を設定する場合など

c 「人種」を基準とする「外国人」

◆外見を理由に差別を受けたとの訴えへの対応など
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Ⅰ.1. そもそも「外国人」とは

a  「国籍」を基準とする「外国人」について
◆国籍法改正等で、日本人・外国人の境界線に変動が発生

◆親子関係不存在確認や国籍法11条などで、日本国籍を喪失する当事者等

◆認知や帰化などで日本国籍を取得する当事者等

b 「民族」「文化」「言語」を基準とする「外国人」
◆国籍は日本だが、日本語を第一言語としない当事者等

c 「人種」を基準とする「外国人」
◆日本で生まれ日本国籍でありながら、外見で不利益扱いされる当事者等
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Ⅰ.2. 「外国人」の定義を巡る近時の動向



◆基本
□一般事件と変わりない＝特別扱いしすぎるのもおかしい。

cf.「外国人犯罪」などとして一般化する傾向に注意

◆一般事件と異なる点、配慮を要する点
①在留

□「外国人」として出入国・在留管理制度の対象となる。

⇒在留資格がなければ適法に在留できない＋各種届出義務あり

②戸籍、住民登録
□戸籍は、外国人は対象外

□住民票は 、中長期在留者＋αのみが対象 5

Ⅰ.3. 「外国人事件」の弁護活動の特徴

◆一般事件と異なる点、配慮を要する点（続）

③準拠法、管轄

□「準拠法」が外国法となる可能性

□「管轄」が外国裁判所となる可能性

④言語、文化等

□日本語が第一言語でない場合 ⇒通訳・翻訳の確保

□文化的・制度的なギャップ

⑤日本人の場合には、通常考えなくて良い制度

□領事通報 □難民申請 □帰化申請

□政治活動の自由（cf.マクリーン判決）、参政権、公務就任権など 6

Ⅰ.3. 「外国人事件」の弁護活動の特徴
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Ⅰ 以上のまとめ

◆「外国人」の意味は一つではないことを前提に、弁護活動
を行うことが求められている。

◆「日本国籍」の範囲は、憲法訴訟・法改正の関係で変動し
ていることにも注意が必要。

◆さらに、一定年齢に達した後でも、日本国籍を喪失したり
取得したりする当事者が相当数いる。

◆外国籍・無国籍当事者の法律問題は、特別扱いしすぎて
はいけないが、①在留資格との絡みが発生すること、②準
拠法が問題となり得ること、③国際裁判管轄が問題となり得
ること等の、弁護活動上の留意点・困難ポイントがある。
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Ⅱ 「外国人」当事者と
弁護士の対応体制の全体動向

◆外国人当事者と弁護士登録の「人口」推移は？

◆外国人当事者と弁護士登録の「地域」分布は？

◆外国人当事者の「国籍」「言語」の内訳と推移は？

10

Ⅱ.1. 在留外国人人口と総人口割合の推移

※「出入国在
留管理」（白
書）2020より
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Ⅱ.2. 在留資格のない外国人数の推移
※法務省しおり「出入国（在留）
管理」各年版の数値より調製
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Ⅱ.3. 人口推移の比較～ 総人口←→在留外国人←→ 弁護士

◆日本の総人口
は、減少が続いて
おり、今後もその
傾向は変わらない
と予測される
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Ⅱ.3. 人口推移の比較～ 総人口←→在留外国人←→ 弁護士

◆これに対し、

①リーマンショックと
②東日本大震災と

③新型コロナウィルス
感染拡大での一時的現
象を除けば、在留外国
人人口はほぼ一貫して
増加傾向

◆そして、

司法改革の結果、

弁護士人口は・・・
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Ⅱ.4. 「地域」分布～ 在留外国人←→ 弁護士

※入管庁プレスリリースより

◆いずれも、上位１０都道府県に
全体の７～８割が偏在

16

Ⅱ.5. 「国籍」内訳

※出入国在留管理庁（法務省）
プレスリリースより

※入管庁プレスリリースより

※「出入国在留管理」2020（白書）より



1位 2位 3位 4位 5位

東京 593,458 186
中国

 (236,532)

韓国・朝鮮

 (100,742)

ベトナム

 (38,804)

フィリピン

 (34,509)

ネパール

 (26,508)

神奈川県 235,233 172
中国

 (74,875)

韓国・朝鮮

 (30,011)

ベトナム

 (24,799)

フィリピン

 (23,556)

ブラジル

 (9,401)

埼玉 196,043 159
中国

 (75,884)

ベトナム

 (28,097)

フィリピン

 (21,324)

韓国・朝鮮

 (17,486)

ブラジル

 (7,573)

千葉県 167,512 166
中国

 (56,238)

ベトナム

 (21,825)

フィリピン

 (19,731)

韓国・朝鮮

 (16,890)

ネパール

 (7,236)

茨城県 71,125 150
中国

 (13,615)

フィリピン

 (9,976)

ベトナム

 (9,778)

ブラジル

 (6,187)

タイ

 (4,900)

栃木県 43,732 124
ベトナム

 (7,233)

中国

 (6,985)

フィリピン

 (5,336)

ブラジル

 (4,331)

ペルー

 (3,214)

群馬 61,689 115
ブラジル

 (13,200)

ベトナム

 (9,973)

フィリピン

 (7,910)

中国

 (7,633)

ペルー

 (4,867)

静岡県 100,148 129
ブラジル

 (31,387)

フィリピン

 (17,604)

中国

 (12,279)

ベトナム

 (12,187)

韓国・朝鮮

 (5,140)

山梨県 17,179 92
中国

 (3,861)

ブラジル

 (2,836)

ベトナム

 (2,389)

フィリピン

 (2,044)

韓国・朝鮮

 (1,857)

長野県 38,446 125
中国

 (9,507)

ブラジル

 (5,325)

ベトナム

 (4,764)

フィリピン

 (4,757)

韓国・朝鮮

 (3,701)

新潟県 18,861 126
中国

 (5,188)

ベトナム

 (3,492)

フィリピン

 (2,695)

韓国・朝鮮

 (1,862)

インドネシア

 (727)

全国 2,933,137 195
中国

 (813,675)

韓国・朝鮮

 (474,460)

ベトナム

 (411,968)

フィリピン

 (282,798)

ブラジル

 (211,677)

総数
国籍・

地域数

上位５ヶ国（人数）
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Ⅱ.6. 「地域」×「国籍」分布（関東弁護士会連合会管内）
※在留外国人統計の数値より筆者作成
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Ⅱ 以上のまとめ

◆在留外国人人口はほぼ一貫して増加中。在留資格
のない外国人も再度増加傾向。

◆弁護士人口はさらに急速に増加中。

◆上位10都道府県への集中など、在留外国人分布と
弁護士登録分布は似ている部分もあるが、ズレもある。

◆国籍（言語）構成は刻々と変化しており、リーガル
サービス対応も変化を余儀なくされる状況が続く。

◆地域ごとに国籍（言語）構成は大きく相違しているた
め、地域ごとに実情に合わせたサービス対応が必要。
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Ⅲ 弁護士会の方針と対応状況

◆「外国人」「多文化共生」対応の観点での、弁護士会
の対応方針はどうなっているか？

◆方針実現のための組織はどうなっているか？

◆各地のワンストップセンターとの連携方針はどうか？

◆「外国人事件」の弁護活動の財源は？

定期大会宣言
2019.6

主文1項 「在日外国人が・・様々な生活の場面で差別を受けることなく地域社会で共生できるようにし、そこで直面す
る在留資格や家族関係の問題に弁護士が適切に法的サービスを提供できるようにするために、弁護士相互及び
関係機関等との連携を促進し、また外国人関連案件を担う人材を全国規模で育成する」

「国の支援により全国の地方自治体や国際交流協会等が設置・運営するワンストップ型の相談窓口（一元的相
談窓口）及び日本司法支援センターとの連携を強め、多言語で質の高い法律相談を提供できる体制を全国で構
築することにより、全国での法的サービスを拡充する」

人権大会宣言
2018.10

主文2項 「(2) 国や地方自治体は、外国人が医療、社会保障等のサービスや法律扶助制度等に容易にアクセスし、十分
に活用することができる制度を実現し、国際交流協会、ＮＧＯ等と協力してその運用を支援する」 ＋ 「当連
合会も、上記の施策の実現に向けて、全力を挙げて取り組む所存である。」

国際戦略ﾐｯｼｮ
ﾝ
ｽﾃｰﾄﾒﾝﾄ
2016.2

基本目標 3項 「(1) 法人（日本法人及び外国法人）・個人（外国人及び民族的少数者を含む）を問わず、国際化の中で求め
られる法的サービスに関する日本における弁護士及び司法制度へのアクセスを向上させる」

「(2) 国際化の中で生ずる法的サービスに係る専門知識と経験を備えた弁護士層を養成し、拡大し、活動領域
拡充の基盤強化のための支援を行う」

① 外国人のリーガルアクセスそのものの改善（通訳体制含む）

② 外国人相談等の担い手となる弁護士の育成と基盤強化

③ 法テラス、自治体、国際交流協会、関係省庁＋ワンストップセンターと、各弁護士会・各弁連等（と）
の連携と交流の推進

整理し直すと

Ⅲ.1. 日弁連の近時の対外約束



① 外国人のリーガルアクセスそのものの改善（通訳体制含む）

② 外国人相談等の担い手となる弁護士の育成と基盤強化

③ 法テラス、自治体、国際交流協会、関係省庁＋ワンストップセンターと、各弁護士会・各弁連等（と）
の連携と交流の推進

研修、情報
提供、

○Eラーニング、オンライン研修、出前研修、マニュアル、ケース情報等の提供

○外国人相談の運営方法についての情報共有（マニュアル、応相談）
交流推進 ○外国人問題関連委員会の連絡協議会や経験交流集会の継続開催

○単位会を跨いだ通訳人名簿共有の仲介／推進（cf.関弁連管内）
お助け ○外国人相談の運営方法や通訳の手配方法、相談回答についてのアドバイス

本部 ○出入国在留管理庁（本庁）や法テラス本部等との定期協議
○上記定期協議で入手した情報の各地への提供、定期協議で伝達すべき意見の各地からの吸い上
げ
○ＬＮＦ（弁護士任意団体）との継続的協力関係の構築

広報 ○各地の外国人相談窓口についての統一的情報提供（日弁連サイトでの窓口一覧掲載など）

モニタリン
グ

○各地（ワンストップセンターを含む）の法律相談機能のモニタリング
○各地の取り組み強化のためのキャラバン実施

Ⅲ.2. 対外約束実現に向けた施策

日本弁護士連合会

８地域の
弁護士会連合会

５２弁護士会

担当
委員会

LNF
会員

Ⅲ.3. 受け皿となる弁護士組織

【弁護士の任意団体】

●「外国人ローヤリング
ネットワーク（LNF)」

●多文化共生社会の実現に関するワーキング
グループ

●人権擁護委員会【人権】
□第６部会（国際人権担当）
□難民国籍問題特別部会
□外国人労働者受入れ問題プロジェクトチーム
□入管問題検討プロジェクトチーム
●国際人権問題委員会【人権】

●公設事務所・法律相談センター【相談】
●法律サービス展開本部【相談】
●中小企業法律支援センター【雇用側相談】
●総合法律支援本部【法テラス】
●刑事弁護センター【刑事】

等々

●人権擁護委員会

●外国人の権利に関す
る委員会
●法律相談運営委員会

等々



法律
相談

ワンストップ
センター

日本弁護士連合会

法テラス
本部

法テラス
地方事務所

８地域の
弁護士会連合会

５２弁護士会

周辺の
弁護士会

担当
委員会

LNF
会員

自治体国際
交流
協会

出入国
在留管理庁

外国人在留
支援センター

(FRESC)

多文化共生社会の実現に関する
ワーキンググループ

Ⅲ.4. ワンストップセンターへの対応イメージ

◆弁護士会員1600名

◆全弁護士会に会員
分布

◆メーリングリスト
で情報交換

◆毎月のゼミでスキ
ルアップ

◆実務書籍の刊行も

24

Ⅲ.5. 弁護士の
任意団体「LNF」



◆「外国人事件」の弁護費用に関する特徴

□弁護士費用に加え、「通訳費用」「翻訳費用」がかかる

□厳しい経済状況に置かれている当事者多い

cf. 国家間の経済格差、コロナ禍

□そもそも就労禁止されている外国人当事者が増加している

cf. 就労できない資格の当事者、在留資格がない当事者（仮放免、収容等）

↑↓

◆扶助制度（総合法律支援法）の限界

□住所or在留資格がない当事者は、法テラスの民事法律扶助から全面除外

□行政手続の代理は、基本的に法テラスの民事法律扶助から除外
25

Ⅲ.6. 弁護士会の費用拠出

26

資力のない外国人当事者の法律相談

民事（行政・
家事）事件

行政手続
⊃入管手続

住所＋在
留資格
両方あり

民事法律扶助
〔本来〕事業

住所
and/or在
留資格

どちらか
なし

日弁連法律援助
〔日弁連委託援助〕事業

資力のない外国人当事者の事件代理

民事（行政・
家事）事件

行政手続
⊃入管手続

住所＋在
留資格
両方あり

民事法律扶助
〔本来〕事業

住所
and/or在
留資格

どちらか
なし

日弁連法律援助
〔日弁連委託援助〕

事業

Ⅲ.6. 弁護士会の費用拠出
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Ⅲ 以上のまとめ

◆日弁連も、外国人当事者の案件についての対応力強化に向
けて、複数の対外宣言で方針を公表。
◆方針実現のために、①外国人のリーガルアクセス改善、②受
け皿弁護士の対応力強化、③関係アクターとの連携強化を推進
中。
◆各地のワンストップセンターでのリーガルサービス向上に向け
て、地元弁護士会の連携推進中。
◆外国人事件に取り組む弁護士の任意団体「LNF」も、全国展開
して拡大中。
◆他方、弁護費用（含・通訳・翻訳費）は、民事法律扶助の範囲
外となる場合も多く、日弁連が資金拠出して制度の空白地帯を
埋めている状態が続いている。

28
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Ⅳ 外国人相談（弁護士関与）の実践例

◆「外国人相談」は、具体的にどのように実施されてい
るか？

◆関係団体等との連携はどうか？

◆外国人相談を実施している単位会は、
それ程多くないのが実情
◆東京三会は、
新宿（週4回）と
蒲田（週2回夜間）で実施中
◇30分＝5000円、超過15分2500円
（消費税別）、通訳料は無料。通訳言語
は可能な限り柔軟対応

30

Ⅳ.a. 実践例 弁護士会

※東京三会法律相談センターHPより



◆外国人相談を実施している地方事務所は、それ程多くな
いのが実情

◆東京では、法テラス東京（新宿）が上記のとおり、定例
無料相談を週１回実施中

31

Ⅳ.b. 実践例 法テラス

※法テラス東京HPより

◆地域により実情は
まちまち

（大阪の例→）

◆原則有料（通訳料
は無料）。ただし、
指定法律相談場所に
おける法テラス相談
として、一定要件下
で無料

32

Ⅳ.c.「外国人相談」実践例 弁護士会＋法テラス

※大阪弁護士会総合法律相談センター
HPより



◆最近は、法テラス地
方事務所と自治体と
の”コラボ”の例も
（法テラス東京の例→）

33

Ⅳ.d. 「外国人相談」実践例 自治体＋法テラス

※法テラス東京HP「お知らせ一覧」より

◆外国人支援NGOが「指定法律相談場所」の指定を受けて、相談
実施する例も （↓東京のNPO法人の例）

（東京の例→）

34

Ⅳ.e. 「外国人相談」実践例 NGO＋法テラス

※NPO法人「CINGA（国際活動市民中心）」 HPより



◆各地持ち回り
のリレー方式も
実績あり
（東京都内の自治
体では、2002年以
降、持ち回り方式
で実施中 →）

35

Ⅳ.f. 「外国人相談」実践例 持ち回り方式

※東京都つながり
創生財団HPより

◆東京周辺の各入
管施設では、被収
容者向けの出張相
談（無料相談）を
実施中
◆品川は、定例毎
週2回×3コマ
◆横浜は、定例年
3回×6コマ
◆牛久は、定例年
２回一斉相談に加
え、別途随時受付
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Ⅳ.g.「外国人相談」実践例 入管収容施設出張相談
手続段
階

ｱｳﾄﾘｰﾁ
先具体例

ｱｳﾄﾘｰﾁ実践例

実施 内容 主体 備考
東京入管
収容場

○2009
年度こ
ろ?～

出張相談 東京三会電話申込→弁護士出張面会

退去強
制手続
中
＆
退令発
付後

東京入管
横浜支局
収容場

△(2013
年度
～？)

出張相談 神奈川県
弁護士会

同上

東日本入
国管理セ
ンター

○2010
年度～

出張相談 関弁連 手紙申込→弁護士出張面会

○2011
年度～

一斉出張
相談

関弁連/
東京三会

年2回定期出張/各約24件一
斉相談/所内事前申込受付

その他の
入管収容
施設

○各々 電話相談
又は出張
相談

各地の弁
護士会

名古屋/大阪入管、大村入管
センターで各実施中

※杉澤・阿部・関「これだけは知っておきたい！外国人相談の基礎知識」
（松柏社）の内容をアップデート



◆弁護士会＋行政書士会＋税理士会＋
労働局＋入管

各・月１回ずつ

◆実施場所：センター内相談ブース

◆実施時間：原則として１回あたり1
時間×3コマ

◆通訳： 英／中は常駐スタッフあり。
韓／ネパール／ベトナム語は，週１回
程度来るスタッフを雇用。その他言語
でも対応可能。

◆財源は仙台市（一部・外国人受入環
境交付金）

37※仙台国際観光協会・多文化共生センターサイトより⇒

Ⅳ.h.「外国人相談」実践例 ワンストップセンター相談

◆弁護士会＋県ワンストップセ
ンターの協働

◆実施時間：月１回２時間

◆通訳： 英／中／韓／タガログ
は常駐。その他応相談

◆法テラス指定相談場所に指定
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※山形県国際交流協会サイトより⇒

Ⅳ.i.「外国人相談」実践例

ワンストップセンター相談



◆東京・四ッ谷に開設され
た外国人在留支援センター
（フレスク）では、多機関
が１フロアに集結。

39※法務省サイトより

Ⅳ.j.「外国人相談」実践例 関係諸機関集結型 相談

40
法務省
サイト→

Ⅳ.k.「外国人相談」実践例 （コロナ特化）電話相談

←東京都
（生活文化
局）サイト
※2021年
春終了
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↑ NPO法人CINGA「活動報告会 -新型コロナウィルスの影響下の
東京でいまわたしたちが取り組んでいること」報告書より

Ⅳ.l.「外国人相談」実践例 コロナ特化 zoom相談
◆NPO法人CINGAの例

◆画面の
左上：通訳
右上：弁護士
左下：相談者
右下：コーディネーター
※一部画像処理済み

◆四者が全て自宅等にいる状
態で、法律相談を実施。契約
書面などは画面共有で表示す
るなどの工夫もした結果、対
面相談と変わらぬ成果が出せ
ている。
◆途中からは、法テラスのオ
ンライン相談の特例の適用も
受けたが、当初は独自財源で
実施。
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Ⅳ 以上のまとめ

◆全国各地で様々な形態での「外国人相談」窓口が設
定され、弁護士がそれに関与している。

◆オンラインでの通訳対応＆相談対応も、技術的に容
易に実現できるようになり、今後遠隔対応がより強化さ
れることが期待される。


